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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】延長及び／或いは展開状態下でサポートされる
スライドレールキットを提供する。
【解決手段】スライドレールキット２０は、ラック２４
の第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２６ｂに取り付け
られる。２個のラック柱２６ａ、２６ｂ間には収納空間
Ｓを有する。スライドレールキット２０は２個のブラケ
ットにより２個のラック柱２６ａ、２６ｂ間に連結され
る。スライドレールキット２０は横方向幅を有し、横方
向幅の第一の幅は収納空間Ｓ内に位置する。こうしてよ
り多くの空間を提供し搭載物２２の取り付け時に使用す
ることができる。
【選択図】図５
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　第一レールおよび第二レールを備え、第一ラック柱と第二ラック柱に取り付けられてい
るスライドレールキットであって、
　前記第一ラック柱および前記第二ラック柱は、相互に対応しており、且つ前記第一ラッ
ク柱と前記第二ラック柱との間に、収納空間が形成されており、
　前記第一レールは、第一ブラケットおよび第二ブラケットにより、前記第一ラック柱お
よび前記第二ラック柱にそれぞれ連結されており、
　前記第一レールは、前記第一ラック柱と前記第二ラック柱との間に位置し、縦方向壁、
及び前記縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結する上壁および下壁を有し、少なくとも
一部分の前記縦方向壁が前記収納空間内に位置し、当該縦方向壁、当該上壁、及び当該下
壁が、縦方向通路を形成し、
　前記第二レールは、前記第一レールに縦方向に可動するように連結されており、且つ前
記第一レールの縦方向通路に位置することを特徴とするスライドレールキット。
【請求項２】
　少なくとも１個のスライドレール補助部材をさらに備え、
　前記第一レールの上壁および下壁の何れか一つには、前側係止部と後側係止部がさらに
設置されており、
　前記スライドレール補助部材は、前記前側係止部と前記後側係止部との間に取り付けら
れており、前記第二レールの前記第一レールに対する移動を補助し、
　前記第一レールの上壁および下壁の何れか一つには、前側係止部と後側係止部がさらに
設置されていることを特徴とする請求項１に記載のスライドレールキット。
【請求項３】
　前記第一レールと前記第二レールとの間に取り付けられる少なくとも一対の第一サポー
ト部材をさらに備え、
　前記第二レールは、縦方向壁、及び当該縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結する上
壁および下壁をさらに有し、少なくとも一対の前記第一サポート部材により、前記第二レ
ールが前記第一レールに対して移動する時、前記第二レールの第一区間の上壁および下壁
はサポートされることを特徴とする請求項１に記載のスライドレールキット。
【請求項４】
　前記第二レールの上壁および下壁に設置される一対の押圧部をさらに備え、
　前記第二レールが前記第一レールに対して、閉位置より延長方向へと移動する時、一対
の前記押圧部により、少なくとも一対の前記第一サポート部材を連動させることを特徴と
する請求項３に記載のスライドレールキット。
【請求項５】
　前記第一レールに設置されている一対の係止部をさらに備え、
　前記第二レールが前記第一レールに対して延長方向へ移動する過程において、少なくと
も一対の前記第一サポート部材は、一対の前記係止部により係止され、予定位置に止まる
ことを特徴とする請求項３に記載のスライドレールキット。
【請求項６】
　各一対の前記第一サポート部材は、縦方向部、横方向に前記縦方向部に連結されている
接触部を有し、
　前記接触部は、一対の前記係止部により係止されていることを特徴とする請求項５に記
載のスライドレールキット。
【請求項７】
　前記第二レールの上壁と下壁に固定するように連結されている少なくとも一対の第二サ
ポート部材をさらに有し、
　前記第二レールの第二区間の上壁および下壁は、前記第一レールに相対しサポートされ
ることを特徴とする請求項３に記載のスライドレールキット。
【請求項８】
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　前記第二レールは、前記第一レールの長さより長い長さを有することを特徴とする請求
項１に記載のスライドレールキット。
【請求項９】
　前記第一ブラケットと前記第二ブラケットの何れか一つは、少なくとも１個のサポート
部を有する側壁をさらに有し、
　前記第二レールが前記第一レールに対して移動し、少なくとも１個の前記サポート部を
通る時、少なくとも１個の前記サポート部は、前記第二レールをサポート可能であること
を特徴とする請求項１に記載のスライドレールキット。
【請求項１０】
　一対のスライドレールキットにより、ラックに取り付けられている搭載物に適用するス
ライドレールキットであって、
　前記ラックは、二対のラック柱を有し、相互間に横方向幅を形成し、各一対の前記ラッ
ク柱は、第一ラック柱と第二ラック柱を有し、前記第一ラック柱と前記第二ラック柱の位
置が相互対応しており、且つ前記第一ラック柱および前記第二ラック柱は、相対する第一
側および第二側をそれぞれ有し、２個の前記第一側と２個の前記第二側の縦方向延長方向
の間に、収納空間が形成されており、
　第一レール、第二レール、第三レールを備え、
　前記第一レールは、第一ブラケットと第二ブラケットにより、前記第一ラック柱と前記
第二ラック柱にそれぞれ連結されており、前記第一レールは、前記第一ラック柱と前記第
二ラック柱との間に位置し、
　前記第二レールは、前記第一レールに縦方向に可動するように連結されており、
　前記第三レールは、縦方向に可動するように前記第二レールに連結されており、前記第
三レールに、前記搭載物が取り付けられており、
　横方向幅を有し、且つ前記横方向幅の第一の幅は、前記収納空間内に位置することを特
徴とするスライドレールキット。
【請求項１１】
　前記第一レールは、縦方向壁をさらに有し、
　前記横方向幅の第一の幅は、前記第一レールの縦方向壁の少なくとも第一の幅を含むこ
とを特徴とする請求項１０に記載のスライドレールキット。
【請求項１２】
　第一レール、第二レール、少なくとも一対の第一サポート部材を備え、
　前記第一レールは、縦方向壁、及び当該縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結する上
壁および下壁を有し、当該縦方向壁、当該上壁、及び当該下壁が、縦方向通路を形成し、
　前記第二レールは、前記第一レールに縦方向に可動するように連結し、且つ前記第一レ
ールの縦方向通路に位置し、
　前記第二レールは、縦方向壁、及び当該縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結されて
いる上壁および下壁を有し、少なくとも一対の前記第一サポート部材は、前記第一レール
と前記第二レールとの間に取り付けられており、
　前記第二レールが前記第一レールに対して、移動すると、少なくとも一対の前記第一サ
ポート部材は、前記第二レールの移動に従い前記第二レールの第一区間の上壁および下壁
をサポート可能であることを特徴とするスライドレールキット。
【請求項１３】
　前記第二レールの上壁および下壁に設置されている一対の押圧部をさらに備え、
　前記第二レールが前記第一レールに対して、閉位置から延長方向へと移動すると、一対
の前記押圧部により少なくとも一対の前記第一サポート部材を連動させることを特徴とす
る請求項１２に記載のスライドレールキット。
【請求項１４】
　前記第一レールに設置されている一対の係止部をさらに備え、
　前記第二レールが前記第一レールに対して延長方向へ移動する過程において、少なくと
も一対の前記第一サポート部材は、一対の前記係止部により係止され、予定位置に止まる
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ことを特徴とする請求項１２に記載のスライドレールキット。
【請求項１５】
　前記各サポート部材は、縦方向部、横方向に前記縦方向部に連結される接触部を有し、
　前記接触部は、一対の前記係止部により係止されることを特徴とする請求項１４に記載
のスライドレールキット。
【請求項１６】
　前記第二レールの上壁および下壁に固定するように連結される少なくとも一対の第二サ
ポート部材をさらに備え、
　前記第二レールの第二区間の上壁および下壁は、前記第一レールに相対しサポートされ
ることを特徴とする請求項１２に記載のスライドレールキット。
【請求項１７】
　少なくとも１個のスライドレール補助部材をさらに備え、
　前記第一レールの上壁および下壁の何れか一つには、前側係止部と後側係止部がさらに
設置されており、
　前記スライドレール補助部材は、前記前側係止部と前記後側係止部との間に取り付けら
れており、前記第二レールの前記第一レールに対する移動を補助し、
ことを特徴とする請求項１２に記載のスライドレールキット。
【請求項１８】
　前記第二レールは、前記第一レールの長さより長い長さを有することを特徴とする請求
項１２に記載のスライドレールキット。
【請求項１９】
　縦方向に可動するように前記第二レールに連結されている第三レールをさらに備えるこ
とを特徴とする請求項１２に記載のスライドレールキット。
【請求項２０】
　前記第三レールは、前記第一レールの長さより長い長さを有することを特徴とする請求
項１９に記載のスライドレールキット。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案はスライドレールキットに関し、特にスライドレールキットを２個のラック柱に
取り付ける時、スライドレールキットの一部分の横方向幅が２個のラック柱の間の収納空
間内に位置し、且つスライドレールキットは延長及び／或いは展開状態下でサポートされ
るスライドレールキットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　図１に示すとおり、サーバーシステムにおいては、搭載物１００の対応する両側は、そ
れぞれ１個のスライドレールキット１０２により、ラック１０４（ｒａｃｋ）の一対のラ
ック柱（図１では、搭載物１００の片側のみ図示し、反対側は図示なし）に取り付けられ
る。
　一対のラック柱は、第一ラック柱１０６ａと第二ラック柱１０６ｂを有し、相互間には
ある距離を有する。
【０００３】
　スライドレールキット１０２は、第一レール１０８を有し、一対のブラケット１１０に
より、第一ラック柱１０６ａと第二ラック柱１０６ｂに取り付けられる。
　第二レール１１２は、縦方向に可動するように第一レール１０８に連結され、及び第三
レール１１４は、縦方向に可動するように第二レール１１２に連結される。
　第二レール１１２と第三レール１１４は、第一レール１０８に対して、それぞれ縦方向
に移動でき、これにより搭載物１００は、第三レール１１４により、ラック１０４内から
引き出される。
【０００４】
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　一対のラック柱と未図示のもう一対のラック柱との間の第一横方向幅Ｗ１０の規格は、
通常は固定されている。　
　一方、搭載物１００は、第二横方向幅Ｗ１２を有する。
　スライドレールキット１０２の断面は、第三横方向幅Ｗ１４を有する。
　搭載物１００は、スライドレールキット１０２の第三横方向幅Ｗ１４により、一対のラ
ック柱ともう一対のラック柱との間の第一横方向幅Ｗ１０内に位置する。
【０００５】
　しかしながら、第一横方向幅Ｗ１０は通常は固定され制限があるため、使用者が搭載物
１００より幅が広い別の搭載物の使用を必要とする時にも、もう一つの搭載物を、二対の
ラック柱の間に取り付けることはできない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第ＵＳ７６７７６７９Ｂ２号明細書
【考案の概要】
【考案が解決しようとする課題】
【０００７】
　前記先行技術の説明で分かるとおり、第一横方向幅は通常は固定され制限があるため、
より幅が広い別の搭載物を、二対のラック柱の間に取り付けることができない欠点がある
。
【０００８】
　本考案の目的は、ラックの一対のラック柱に取り付けられ、スライドレールキットは横
方向幅を有し、且つ横方向幅の一部は、一対のラック柱との間に定義される収納空間内に
位置するスライドレールキットを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本考案によるスライドレールキットは第一ラック柱と第二ラック柱に取り付けられ、第
一ラック柱と第二ラック柱の位置は、実質的には相互対応を呈し、且つ２個のラック柱と
の間には、収納空間を形成する。
　スライドレールキットは、第一レール及び第二レールを有する。
　第一レールは、第一ブラケットと第二ブラケットにより、第一ラック柱と第二ラック柱
にそれぞれ連結され、これにより第一レールは、第一ラック柱と第二ラック柱との間に位
置する。
　第一レールは、縦方向壁、及び縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結する上壁と下壁
を有し、少なくとも一部分の縦方向壁は、収納空間内に位置し、縦方向壁、上壁、及び下
壁は、縦方向通路を共同で形成し、第二レールは、第一レールに縦方向に可動するように
連結され、且つ第一レールの縦方向通路に位置する。
【００１０】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、搭載物に適用できる。
　搭載物は、一対のスライドレールキットにより、ラックに取り付けられる。
　ラックは、二対のラック柱を有し、相互間に横方向幅を形成し、各一対のラック柱は、
第一ラック柱と第二ラック柱を有し、第一ラック柱と第二ラック柱の位置は、実質的には
相互対応を呈し、且つ第一ラック柱と第二ラック柱は共に、相対する第一側と第二側を有
し、２個の第一側と２個の第二側の縦方向延長方向の間は、共同で収納空間を形成する。
　各スライドレールキッは、第一レール、第二レール、及び第三レールを有する。
　第一レールは、第一ブラケットと第二ブラケットにより、第一ラック柱と第二ラック柱
にそれぞれ連結され、これにより第一レールは、第一ラック柱と第二ラック柱との間に位
置する。
　第二レールは、第一レールに縦方向に可動するように連結される。
　第三レールは、縦方向に可動するように第二レールに連結し、第三レールには、搭載物
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を取り付ける。
　各スライドレールキットは横方向幅を有し、且つ各スライドレールキットの横方向幅の
第一の幅は、収納空間内に位置する。
【００１１】
　本考案によるスライドレールキットにおいて、第一レールの上壁と下壁の何れか一つに
は、前側係止部と後側係止部をさらに設置し、スライドレールキットは、前側係止部と後
側係止部との間に取り付けられる少なくとも１個のスライドレール補助部材をさらに有し
、第二レールの第一レールに対する移動を補助する。
【００１２】
　本考案によるスライドレールキットは、第一レールと第二レールとの間に取り付けられ
る少なくとも一対の第一サポート部材をさらに有する。
　第二レールは、縦方向壁、及び縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結する上壁と下壁
をさらに有する。
　少なくとも一対の第一サポート部材により、第二レールが第一レールに対して移動する
時、第二レールの第一区間の上壁と下壁はサポートされる。
　第二レールの上壁と下壁には、一対の押圧部を設置し、これにより第二レールが第一レ
ールに対して、閉位置より延長方向へと移動する時、一対の押圧部により、少なくとも一
対の第一サポート部材を連動する。
　さらに、第一レールに設置される一対の係止部をさらに有し、これにより第二レールが
第一レールに対して、延長方向へと移動する過程において、少なくとも一対の第一サポー
ト部材は、一対の係止部により係止され、予定位置に止まる。
　且つ少なくとも各一対の第一サポート部材は、縦方向部、横方向に縦方向部に連結され
る接触部を有し、接触部は、一対の係止部により係止される。
　第二レールの上壁と下壁には、少なくとも一対の第二サポート部材を固定するように連
結し、これにより第二レールの第二区間の上壁と下壁とは、第一レールに相対しサポート
される。
【００１３】
　本考案によるスライドレールキットにおいて、第一ブラケットと第二ブラケットの何れ
か一つは、少なくとも１個のサポート部を有する側壁をさらに有し、これにより第二レー
ルが第一レールに対して移動し、少なくとも１個のサポート部を通る時、少なくとも１個
のサポート部は、第二レールをサポートできる。
【００１４】
　本考案によるスライドレールキットにおいて、各スライドレールキットの横方向幅の第
一の幅は、第一レールの縦方向壁の少なくとも第一の幅を含む。
【００１５】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、少なくとも一対の第一サポート部材
を有し、これによりスライドレールキットのレール部材がもう一つのレール部材に対して
移動する時、少なくとも一対の第一サポート部材によりサポートされる。
【００１６】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、第一レール、第二レール、及び少な
くとも一対の第一サポート部材を有する。
　第一レールは、縦方向壁、及び縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結する上壁と下壁
を有し、縦方向壁、上壁、及び下壁は、縦方向通路を共同で形成する。
　第二レールは、第一レールに縦方向に可動するように連結され、且つ第一レールの縦方
向通路に位置し、第二レールは、縦方向壁、及び縦方向壁の対応する両側にそれぞれ連結
する上壁と下壁を有する。
　第一レールと第二レールとの間には、少なくとも一対の第一サポート部材が取り付けら
れる。
　第二レールが第一レールに対して、移動すると、少なくとも一対の第一サポート部材は
、第二レールの移動に従い、第二レールの第一区間の上壁と下壁をサポートできる。
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【００１７】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、第二レールの上壁と下壁に設置され
る一対の押圧部をさらに有する。
　これにより、第二レールが第一レールに対して、閉位置から延長方向へと移動すると、
一対の押圧部により少なくとも一対の第一サポート部材を連動できる。
【００１８】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、第一レールに設置される一対の係止
部をさらに有する。
　これにより、第二レールが第一レールに対して延長方向へ移動する過程において、少な
くとも一対の第一サポート部材は、一対の係止部により係止され、予定位置に止まる。
　少なくとも各一対の第一サポート部材は、縦方向部、横方向に縦方向部に連結される接
触部をさらに有し、接触部は、一対の係止部により係止される。
【００１９】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、第二レールの上壁と下壁に固定する
ように連結される少なくとも一対の第二サポート部材をさらに有し、これにより第二レー
ルの第二区間の上壁と下壁とは、第一レールに相対しサポートされる。
【００２０】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、第一レールの上壁と下壁の何れか一
つには、前側係止部と後側係止部をさらに設置し、スライドレールキットは、前側係止部
と後側係止部との間に取り付けられる少なくとも１個のスライドレール補助部材をさらに
有し、第二レールの第一レールに対する移動を補助する。
【００２１】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、第一レールと第二レールは、それぞ
れ長さを有し、且つ第二レールの長さは、第一レールの長さより長い。
【００２２】
　本考案によるもう一つのスライドレールキットは、縦方向に可動するように第二レール
に連結される第三レールをさらに有し、第一レールと第三レールは、それぞれ長さを有し
、且つ第三レールの長さは、第一レールの長さより長い。
【００２３】
　本考案の実施形態を応用する特徴の一つは、スライドレールキットはラックの一対のラ
ック柱に取り付けられ、横方向幅を有し、且つ横方向幅の一部は、一対のラック柱との間
に定義される収納空間内に位置するため、より多くの空間を提供し、搭載物の取り付け時
に使用することができる。　
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】従来の技術のスライドレールキットにおいて、搭載物をラックの一対のラック柱
に取り付ける模式図である。
【図２】本考案の一実施形態によるスライドレールキットにおいて、搭載物がスライドレ
ールキットによりラックに取り付けられ、且つスライドレールキットが延長状態にある立
体模式図である。
【図３】本考案の一実施形態によるスライドレールキットにおいて、一対のラック柱に取
り付けられ、且つスライドレールキットが閉状態にある立体模式図である。
【図４】本考案の一実施形態によるスライドレールキットの分解模式図であり、第一レー
ルが２個のブラケットにより一対のラック柱に取り付けられる様子を示す。
【図５】本考案の一実施形態によるスライドレールキットにおいて、搭載物が一対のスラ
イドレールキットによりラックに取り付けられる様子を示す模式図である。
【図６】本考案の一実施形態によるスライドレールキットにおいて、２個のラック柱に取
り付けられる模式図であり、スライドレールキットの第一の幅が２個のラック柱の間の収
納空間内に位置する様子を示す立体図である。
【図７Ａ】本考案の一実施形態によるスライドレールキットの第一レールの第一の幅が収
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納空間内に位置する様子を示す模式図である。
【図７Ｂ】図７Ａのスライドレールキットの第一レールの第一の幅が収納空間内に位置す
る様子を示す別の視角からの模式図である。
【図８Ａ】本考案の一実施形態によるスライドレールキットが一対のラック柱の間に取り
付けられ、且つ第二レールと第三レールが第一レールに対してそれぞれ閉状態にある様子
を示す模式図である。
【図８Ｂ】図８Ａのスライドレールキットの第二レールと第三レールが第一レールに対し
てそれぞれ延長方向へ移動する模式図であり、第二レールが少なくとも１個のスライドレ
ール補助部材により移動され、且つ第二レールの少なくとも２個の区間が少なくとも二対
のサポート部材によりサポートされる様子を示す。
【図８Ｃ】図８Ｂのスライドレールキットの第二レールと第三レールはそれぞれ第一レー
ルに対して延長方向へとさらに移動する様子を示す模式図である。
【図９】本考案の一実施形態によるスライドレールキットが一対のラック柱の間に取り付
けられ、且つ第二レールと第三レールがそれぞれ第一レールに対して延長状態にある様子
を示す模式図である。
【図１０】本考案の一実施形態によるスライドレールキットが一対のラック柱の間に取り
付けられ、且つ第二レールと第三レールがそれぞれ第一レールに対して延長状態にある様
子を示す立体模式図である。
【図１０Ａ】図１０のＡ部分の局部拡大模式図であり、スライドレールキットの第二レー
ルの一対の押圧部が一対の第一サポート部材に接触する様子を示す。
【図１０Ｂ】図１０のＢ部分の局部拡大模式図であり、スライドレールキットの少なくと
も１個のスライドレール補助部材が第一レールの少なくとも１個の前側係止部により係止
される様子を示す。
【図１１Ａ】本考案の一実施形態によるスライドレールキットの第二レールと第三レール
がそれぞれ第一レールに対してある位置にある様子を示す模式図である。
【図１１Ｂ】図１１Ａのスライドレールキットの第二レールと第三レールが第一レールに
対してある方向へ移動する時、ブラケットの少なくとも１個のサポート部により第二レー
ルをサポートする様子を示す模式図である。
【図１１Ｃ】図１１Ｂのスライドレールキットの第二レールと第三レールが第一レールに
対してある位置へと移動する様子を示す模式図である。
【図１２】本考案の他の実施形態のスライドレールキットの分解模式図であり、第一レー
ルは係止部を有し、第一レールと第二レールとの間に取り付けられるサポート部材を係止
することを示す。
【図１３】本考案の他の実施形態のスライドレールキットの局部組合　　せ模式図であり
、第一レールと第二レールとの間に取り付けられるサポート部材が係止部に係止される様
子を示す。
【図１４Ａ】本考案の他の実施形態のスライドレールキットの第二レールが第一レールに
対して閉状態にある模式図である。
【図１４Ｂ】図１４Ａのスライドレールキットの第二レールが第一レールに対して延長方
向へ移動する模式図であり、第二レールの少なくとも２個の区間がサポート部材によりサ
ポートされ、且つ何れかのサポート部材が予定位置において係止部により係止される様子
を示す。
【図１４Ｃ】図１４Ｂの第二レールがさらに第一レールに対して延長方向へと移動する模
式図である。
【図１４Ｄ】図１４Ｃの第二レールが第一レールに対して延長方向へと移動を続け延長位
置に至る模式図である。
【考案を実施するための形態】
【００２５】
　　　（一実施形態）
　図２に示すとおり、本考案の一実施形態によるスライドレールキット２０は搭載物２２
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に適用される。
　搭載物２２は、電子設備のシャーシ（ｃｈａｓｓｉｓ）或いは被搭載対象が、実施にお
いては制限されない。
【００２６】
　搭載物２２は、二組のスライドレールキット２０により、ラック２４（ｒａｃｋ）の二
対のラック柱に取り付けられる。
　例えば、搭載物２２の２個の対応側辺は、それぞれスライドレールキット２０により一
対のラック柱に取り付けられ、各一対のラック柱は、第一ラック柱２６ａと第二ラック柱
２６ｂを有する。
　第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２６ｂとの位置は、実質的には相互対応を呈する。
【００２７】
　各スライドレールキット２０は、第一レール２８、及び縦方向に可動するように第一レ
ール２８に連結される第二レール３０、縦方向に可動するように第二レール３０に連結さ
れる第三レール３２を有する。
　第二レール３０により、第三レール３２の第一レール２８に対する移動行程は延長され
る。
　第三レール３２は、搭載物２２の側辺に取り付けられる。
　さらに、第二レール３０と第三レール３２とは、第一レール２８にそれぞれ対応し、閉
状態から延長位置へと移動され、これによりスライドレールキット２０は延長状態となり
、これにより搭載物２２はラック２４外に位置する。
【００２８】
　図３に示すとおり、スライドレールキット２０の第一レール２８、第二レール３０、及
び第三レール３２は閉状態にある。
　例えば、第二レール３０及び第三レール３２は、それぞれ第一レール２８に対して、延
長位置から閉状態へと移動する。
　第一レール２８、第二レール３０及び第三レール３２は、それぞれ長さＬ１、Ｌ２、及
びＬ３を有する。
　第二レール３０の長さＬ２と第三レール３２の長さＬ３とは、本実施形態中では、第一
レール２８の長さＬ１より長いが、実施においては制限されない。
【００２９】
　図３と図４に示すとおり、第一レール２８の前部と後部などの２個の部位は、第一ブラ
ケット３４と第二ブラケット３６により、それぞれ第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２
６ｂに連結される。
　第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２６ｂとの間には、収納空間Ｓを形成する。
【００３０】
　第一レール２８は、縦方向壁３８、及び縦方向壁３８の対応する両側にそれぞれ連結す
る上壁４０ａと下壁４０ｂを有する。
　縦方向壁３８、上壁４０ａ、及び下壁４０ｂは、縦方向通路４２を共同で形成する。
　好ましくは、第一レール２８の上壁４０ａと下壁４０ｂの何れか一つには、前側係止部
４４ａと後側係止部４４ｂを設置する。
　本実施形態中では、上壁４０ａと下壁４０ｂには共に前側係止部４４ａと後側係止部４
４ｂを設置する（視角の関係で、一方の後側係止部４４ｂは図示なし）。
【００３１】
　スライドレールキット２０は、前側係止部４４ａと後側係止部４４ｂとの間に取り付け
られる少なくとも１個のスライドレール補助部材４６さらに有する。
　少なくとも１個のスライドレール補助部材４６により、第二レール３０の第一レール２
８に対する移動が補助される。
　具体的には、少なくとも１個のスライドレール補助部材４６は、一対のスライドバー上
に複数のボールを配置して実施し、或いはボールリテイナー（ｂａｌｌ　ｒｅｔａｉｎｅ
ｒ）上に複数のボールを配置して実施するが、実施においては制限されない。
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【００３２】
　第二レール３０は、縦方向に可動するように第一レール２８に連結し、且つ第一レール
２８の縦方向通路４２に位置する。
　第二レール３０は、縦方向壁４８、及び縦方向壁４８の対応する両側にそれぞれ連結す
る上壁５０ａと下壁５０ｂを有する。
　縦方向壁４８、上壁５０ａ、及び下壁５０ｂは、縦方向通路５２を共同で形成する。
【００３３】
　好ましくは、スライドレールキット２０は、第一レール２８と第二レール３０との間に
取り付けられる少なくとも一対の第一サポート部材５４、第二レール３０の上壁５０ａと
下壁５０ｂに設置される一対の押圧部５６、及び第二レール３０の上壁５０ａと下壁５０
ｂに固定するように連結される少なくとも一対の第二サポート部材５８をさらに有する。
【００３４】
　第二レール３０の一対の押圧部５６により、少なくとも一対の第一サポート部材５４は
連動される。
或いは、少なくとも一対の第一サポート部材５４は、第二レール３０との間の摩擦接触に
より、第二レール３０に連動される。
　また、第一ブラケット３４と第二ブラケット３６の何れか一つ、例えば、第二ブラケッ
ト３６は側壁６０をさらに有する。
　側壁６０は、第一レール２８の縦方向通路４２の通路口に隣り合い、且つ少なくとも１
個のサポート部６２を有する。
　例えば、一対のサポート部６２は、第二レール３０の縦方向壁４８をサポートすること
ができる。
【００３５】
　第三レール３２は、第二レール３０に縦方向に可動するように連結し、且つ第二レール
３０の縦方向通路５２に位置する。
　第三レール３２は、縦方向壁６４、及び縦方向壁６４の対応する両側にそれぞれ連結す
る上壁６６ａと下壁６６ｂを有する。
　第三レール３２の縦方向壁６４は、複数の取付孔６８をさらに有し、これに搭載物２２
を取り付ける。
　スライドレールキット２０は、第二レール３０と第三レール３２との間に取り付けられ
るもう一つのスライドレール補助部材７０をさらに有し、第三レール３２の第二レール３
０に対する移動を補助する。
　本実施形態中では、スライドレール補助部材７０は、ボールリテイナー上に複数のボー
ルを配置して実施するが、実施においては制限されない。
【００３６】
　図５に示すとおり、搭載物２２の両側辺は、それぞれスライドレールキット２０により
、第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２６ｂに取り付けられる。
　搭載物２２両側辺に位置する二対のラック柱の相互間の内側には、第一横方向幅Ｗ１を
形成する。
　具体的には、２個の第一ラック柱２６ａの内側の間と２個の第二ラック柱２６ｂの内側
の間には、共に第一横方向幅Ｗ１を有する。
　一方、搭載物２２は第二横方向幅Ｗ２を有し、且つスライドレールキット２０の断面は
、第三横方向幅Ｗ３を有する。
【００３７】
　ラック２４の規格は、電子工業連盟（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　
Ａｌｌｉａｎｃｅ，ＥＩＡ）の規定に従うため、搭載物２２の第二横方向幅Ｗ２がラック
２４の第一横方向幅Ｗ１に近くなった場合の好ましい方式は、スライドレールキットの構
造或いは取り付け方式から著手し、搭載物２２がスムーズにラック２４内に収納され、及
び／或いはラック２４内から引き出されメンテナンス或いは交換等作業が行えるようにす
る。
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【００３８】
　図５と図６に示すとおり、本考案の一実施形態においては、スライドレールキット２０
の第三横方向幅Ｗ３の第一の幅Ｗ４は、第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２６ｂとの間
の収納空間Ｓ内に位置する。
　第三横方向幅Ｗ３の第二の幅Ｗ５は、ラック２４内に位置する。
　よって、構造サポート条件不変の状況の下、搭載物２２は、各スライドレールキット２
０の第三横方向幅Ｗ３の第二の幅Ｗ５により、一対の第一ラック柱２６ａと一対の第二ラ
ック柱２６ｂとの間に取り付けられ、且つラック２４の第一横方向幅Ｗ１が形成する空間
範囲内に位置する。
【００３９】
　具体的には、第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２６ｂとは、相対する第一側７２（例
えば、外側）と第二側７４（例えば、内側）を共に有する。
　２個の第一側７２と２個の第二側７４の縦方向に延長方向との間には、共同で収納空間
Ｓを形成する。
　スライドレールキット２０の第三横方向幅Ｗ３の第一の幅Ｗ４は、収納空間Ｓ内に位置
する。
【００４０】
　図７Ａと図７Ｂに示すとおり、スライドレールキット２０は、第一レール２８、第二レ
ール３０、及び第三レール３２を有する。
　スライドレールキット２０が第一ラック柱２６ａと第二ラック柱２６ｂに取り付けられ
ると、スライドレールキット２０の第三横方向幅Ｗ３の第一の幅Ｗ４は、第一ラック柱２
６ａと第二ラック柱２６ｂとの間の収納空間Ｓ内に位置する。
【００４１】
　本実施形態では、第一の幅Ｗ４は、第一レール２８の少なくとも一部分の縦方向壁３８
の幅を例とする。
　すなわち、第一レール２８の少なくとも一部分の縦方向壁３８は、収納空間Ｓ内に位置
するか、或いは収納される。
　こうして、縦方向壁３８の一部分の断面幅は、ラック２４内の第一横方向幅Ｗ１が形成
する空間を占拠することはない。
【００４２】
　図８Ａ、図８Ｂ、及び図８Ｃに示すとおり、スライドレールキット２０は第一ラック柱
２６ａと第二ラック柱２６ｂとの間に取り付けられ、且つ第二レール３０と第三レール３
２とは、第一レール２８にそれぞれ対して、閉位置の状態から延長方向Ｄ１へと移動する
。
　これにより、スライドレールキット２０は、延長状態となる。
【００４３】
　具体的には、第三レール３２と第二レール３０とが、第一レール２８に対して、延長方
向Ｄ１へと移動する過程において、第二レール３０は、少なくとも１個のスライドレール
補助部材４６により、第一レール２８に対してより容易に移動する。
　且つ、一対の押圧部５６（図は１個の押圧部５６のみ示す）は、第二レール３０が移動
する時、少なくとも一対の第一サポート部材５４を連動する（図は１個のサポート部材５
４のみ示す）。
　これにより、少なくとも一対の第一サポート部材５４は、第二レール３０の第一区間の
上壁５０ａと下壁５０ｂにおいて、可動するようにサポートする（図示なし）。
【００４４】
　一方、少なくとも一対の第二サポート部材５８（図は１個のサポート部材５８のみ示す
）は、第二レール３０に固定するように連結される。
　よって、少なくとも一対の第二サポート部材５８は、第二レール３０と一緒に第一レー
ル２８に対して移動し、少なくとも一対の第二サポート部材５８により、第二レール３０
の第二区間の上壁５０ａと下壁５０ｂ（未図示）は、第一レール２８に対してサポートさ
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れる。
【００４５】
　これにより、第二レール３０の長さが、第一レール２８の長さより長い時には、第二レ
ール３０は、第一レール２８に対して移動し、比較的に長い区間（例えば、第二レール３
０の後部区間）が、サポートのために必要である。
　第二レール３０が延長状態にある時（図８Ｃ）、スライドレール補助部材４６は、第一
レール２８の前側係止部４４ａにより係止される。
　これにより、少なくとも一対の第二サポート部材５８は、スライドレール補助部材４６
により係止される。
【００４６】
　図９、図１０、図１０Ａ、及び図１０Ｂに示すとおり、第二レール３０と第三レール３
２とは、第一レール２８にそれぞれ相対し、延長位置まで移動し、延長状態にある時、ス
ライドレール補助部材４６は、第一レール２８の前側係止部４４ａにより係止される。
　これにより、少なくとも一対の第二サポート部材５８は、スライドレール補助部材４６
により係止される。
　第二レール３０の一対の押圧部５６は、少なくとも一対の第一サポート部材５４ある位
置まで連動することができる。
【００４７】
　図１１Ａ、図１１Ｂ、及び図１１Ｃに示すとおり、第二レール３０が第一レール２８に
対して一方向に向かい（例えば、閉方向Ｄ２或いは延長方向Ｄ１）移動し、第二ブラケッ
ト３６の一対のサポート部６２を通る時（図１１Ａ～１１Ｃ中では１個のサポート部６２
のみ図示）、一対のサポート部６２は第二レール３０の縦方向壁４８をサポートする。
　これにより、第二レール３０の第一レール２８に対する移動時の安定性を高めることが
できるが、これに制限されないものとする。
【００４８】
　図１２に示すとおり、本考案による他の実施形態のスライドレールキットは、第一レー
ルに設置される一対の係止部２００をさらに有する。
　例えば、第一レール２０２の縦方向壁２０４に設置されるが、実施においてはこれに制
限されない。
　一方、第一レール２０２と第二レール２０６との間に取り付けられる少なくとも一対の
第一サポート部材２０８は、一対の係止部２００に対応する。
【００４９】
　図１３に示すとおり、第一レール２０２と第二レール２０６の間の各第一サポート部材
２０８は、縦方向部２１０と接触部２１２をさらに有する。
　接触部２１２は、横方向に縦方向部２１０に連結され、第一レール２０２の縦方向壁２
０４に向かう。
　例えば、２個の第一サポート部材２０８の縦方向部２１０は、第二レール２０６の上壁
２１４と下壁２１６にそれぞれ対応する。
　各第一サポート部材２０８の接触部２１２は、一対の係止部２００の何れかに対応して
係止される。
【００５０】
　図１４Ａに示すとおり、第二レール２０６は、第一レール２０２に対して閉位置にある
。
【００５１】
　図１４Ｂ、図１４Ｃ、図１４Ｄに示すとおり、第二レール２０６が第一レール２０２に
対して、閉位置から延長方向Ｄ３へと移動する過程において、少なくとも一対の第一サポ
ート部材２０８は、第二レール２０６との間の摩擦接触により、第二レール２０６により
連動され、且つ少なくとも一対の第一サポート部材２０８は、接触部２１２により、一対
の係止部２００により係止され、予定位置Ｐ１に止まる（図１４Ｂ参照）。
【００５２】
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　この状態下で、第二レール２０６は、第一レール２０２に対して延長方向Ｄ３へと移動
を続け、第二予定延長位置Ｐ２まで移動し、（図１４Ｃ）或いは第三予定位置Ｐ３まで移
動する（図１４Ｄ。例えば、最大延長まで展開されるが、これに制限されない）。
　これにより、第二レール２０６は、第一レール２０２の後部区間の上壁２１４と下壁２
１６に対して（この部分は図１２を合わせて参照）、少なくとも一対の第一サポート部材
２０８によるサポートを確保することができる。
第二レール２０６が第三予定位置Ｐ３まで延長すると、押圧部２１８は少なくとも一対の
第一サポート部材２０８に接触することができる。
【００５３】
　また、少なくとも一対の第二サポート部材２２０は、第二レール２０６の上壁２１４と
下壁２１６に連結され、一対の係止部２００と位置がずれる。
　よって、第二レール２０６が第一レール２０２に対して移動する過程において、少なく
とも一対の第二サポート部材２２０は、一対の係止部２００を越えることができる。
　少なくとも一対の第二サポート部材２２０により、第二レール２０６の第二区間の上壁
２１４と下壁２１６の少なくとも一対の第二サポート部材をサポートすることができる。
【００５４】
　前述した本考案の実施形態は本考案を限定するものではなく、本考案により保護される
範囲は実用新案登録請求の範囲を基準とする。
【符号の説明】
【００５５】
　　　　　１００　搭載物、
　　　　　１０２　スライドレールキット、
　　　　　１０４　ラック、
　　　　１０６ａ　第一ラック柱、
　　　　１０６ｂ　第二ラック柱、
　　　　　１０８　第一レール、
　　　　　１１２　第二レール、
　　　　　１１４　第三レール、
　　　　　　２０　スライドレールキット、
　　　　　　２２　搭載物、
　　　　　　２４　ラック、
　　　　　２６ａ　第一ラック柱、
　　　　　２６ｂ　第二ラック柱、
　　２８、２０２　第一レール、
　　３０、２０６　第二レール、
　　　　　　３２　第三レール、
　　　　　　３４　第一ブラケット、
　　　　　　３６　第二ブラケット、
　　３８、２０４　縦方向壁、
　　　　　４０ａ　上壁、
　　　　　４０ｂ　下壁、
　　　　　　４２　縦方向通路、
　　　　　４４ａ　前側係止部、
　　　　　４４ｂ　後側係止部、
　　　　　　４６　スライドレール補助部材、
　　　　　　４８　縦方向壁、
　５０ａ、２１４　上壁、
　５０ｂ、２１６　下壁、
　　　　　　５２　縦方向通路、
　　５４、２０８　第一サポート部材、



(14) JP 3200607 U 2015.10.22

10

20

　　５６、２１８　押圧部、
　　５８、２２０　第二サポート部材、
　　　　　　６０　側壁、
　　　　　　６２　サポート部、
　　　　　　６４　縦方向壁、
　　　　　６６ａ　上壁、
　　　　　６６ｂ　下壁、
　　　　　　６８　取付孔、
　　　　　　７０　スライドレール補助部材、
　　　　　　７２　第一側、
　　　　　　７４　第二側、
　　　　　２００　係止部、
　　　　　２１０　縦方向部、
　　　　　２１２　接触部、
　　　Ｄ１、Ｄ３　延長方向、
　　　　　　Ｄ２　閉方向、
Ｌ１、Ｌ２、Ｌ３　長さ、
　　　　　　Ｐ１　予定延長位置、
　　　　　　Ｐ２　第二予定位置、
　　　　　　Ｐ３　第三予定位置、
　　　　　　　Ｓ　収納空間、
　　　　　　Ｗ１　第一横方向幅、
　　　　　　Ｗ２　第二横方向幅、
　　　　　　Ｗ３　第三横方向幅、
　　　　　　Ｗ４　第一の幅、
　　　　　　Ｗ５　第二の幅。
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